
令和 8 年度実施施策に係る政策評価の事前分析表 8 - ㊺ )

目標 11－４

令和 9年 9月

基準年度 目標年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

- - - 15 － － －

- - - － － － －

80 80 80 80 － － －

98 94 98.5 － － － －

80 80 80 80 － － －

99 99 96.7 － － － －

－ － － 80 － － －

93.7 94 85.6 － － － －

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標 原子力被災者の健康確保、健康不安の解消
政策体系上の

位置付け
１１．放射性物質による環境の汚染への対処

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・第六次環境基本計画（令和6年5月21日閣議決定）第３部等
・「第2期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針の変更について（令和6年3月19日閣議決定）１．（２）⑦
・福島復興再生特別措置法及び同法に基づく福島復興再生基本方針（令和5年7月28日）第３部
・東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に関する施策の推進に関する法律及び同法に基づく基本方針（平成27年8月25日改定）Ⅲ 被災者生活支援等施策に関する基本的な事項

（環境省

施策名 放射線に係る一般住民の健康管理・健康不安対策 担当部局名
環境保健部
放射線健康管理担当参事官室

施策の概要
東京電力福島第一原発事故を受け、福島県が創設した「福島県民健康管理基金」に交付金を交付するなど、原子力被災者の健康の確保に必要な事業を中長期的に実施
する体制整備を支援した。さらに、原子力被災者の健康確保に万全を期すため、福島県の基金実施事業の前提となる被ばく線量の評価、人材育成、リスクコミュニケーショ
ンの推進等、国として実施すべき事業を行う。

政策評価実施予定時期 政策評価実施時期

地域の住民が抱える放射線に対する健康不安等に対し、自治体だけでは対応が難しい住民セミナーや車座意見交換会の場を通じて、リス
クコミュニケーションをきめ細やかに実施している。これが効果的・効率的な事業となっているかを測定する指標として、受講者満足度を選定
する。目標値は、保健医療福祉等関係者研修会、専門家派遣と同じ目標値80%以上と設定する。

4

東京電力福
島第一原子
力発電所事
故の被災地
における、次
世代以降の
人（将来生ま
れてくる子や
孫など）への
放射線による
健康影響に
ついて、「起こ
る可能性は低
い・極めて低
い」と認識す
る人の割合
（％）
（セミナー・
ワークショップ
受講後）

93.9 R3年度 80 R8年度

放射線の健康影響に関する情報発信事業及び福島県外におけるリスクコミュニケーション事業では、セミナーやワークショップ等を通じて、放
射線の健康影響に関する科学的知見の普及及び理解促進を図っている。
本指標は、これらの取組による理解促進及び意識変容の効果を把握するため、受講後アンケートにおいて、原発事故による次世代以降へ
の健康影響について「起こる可能性は低い」と認識した者の割合を測定するものである。
目標値は、令和7年度までの県外リスクコミュニケーション事業における実績及び、ぐぐるプロジェクトにおける目標値を踏まえ、80％以上と設
定する。

3

受講者満足
度（％）
（住民セミ
ナー、車座意
見交換会等
平均）

98 R2年度 80 R8年度

有識者による審査を経て採択された研究課題の遂行により得られた成果が、学会発表や査読付き論文への投稿等により公知化されること
が期待されるため、公知化件数を測定指標として選定した。各研究課題につき１件以上の公知化を図るため、令和８年度の当初採択件数が
15件であったことを踏まえ、目標値を15件に設定した。

2

受講者満足
度（％）
（保健医療福
祉等関係者
研修会、専門
家派遣平均）

83 R2年度 80 R8年度
地域の住民が抱える放射線の健康不安に身近で対応する自治体職員や放射線相談員に対して、研修会の開催や専門家の派遣等を行う事
業である。これが効果的・効率的な事業となっているかを測定する指標として、受講者満足度を選定する。目標値は令和２年度の実績を踏ま
えて80%以上と設定する。

1

研究の公知
化件数
（被ばく線量
評価、健康影
響、健康不安
対策等に関
する調査研
究）

15 H24年度 15 R8年度



5
福島県「県民
健康調査」の
円滑な実施

(1)

原子力被災
者に対する健
康管理・健康
調査
（平成23年
度）

1,2,3,4,5 4995 (5) － － － (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2) － － － (6) － － － (10) － － － (14) － － － (18) － － －

(3) － － － (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4) － － － (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －

目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠 達成
目標年度

福島県「県民健康調査」の
着実な実施

－
東京電力福島第一原発事故により、周辺地域住民の被ばく線量の把握や、放射線の影響を考慮した健康管理の重要性が指摘されている。福島県民の中長期的な健康管理を可能とするため平成23年度から福島県が創設した「福島県県民健康
管理基金」に交付金（782億円）を拠出しており、国として継続して県民健康調査が円滑に行われるよう、福島県に必要な支援を行っていく必要があることから指標として選定。

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

【測定指標】

学識経験を有する者
の知見の活用

ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

【副次的効果が期待される目標】 

評
価
結
果

（各行政機関共通区分）

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠）


